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はじめに

これまで社員の昇進競争を実証的に分析して

きた先行研究は，キャリアツリーの手法を使っ

て，同期に入社した社員集団が昇進過程におい

て，どのように階層分化したのかを研究するこ

とが多かった。この手法は，確かに同期入社集

団の昇進格差を手に取るように示してくれる

が，現実の会社の人事では，同期入社者は同期

同士で争うだけでなく，先輩や後輩社員とも争

う。キャリアツリーの一つのセルには同期入社

者だけでなく，前後の入社者も混在しており，

入社から５年目の者もいれば１０年目の者もい

る。本稿ではこれまでほとんど解明されなかっ

た同期昇進集団の構造と機能に焦点を置いて，

戦後トヨタの人事政策を探索する。なお，本稿

の依拠するデータはTWCDの完全・連続ケー

ス約２万５千人である１）。

１．トヨタ人事方式

１先行研究

実証的にキャリアを研究してきた先行研究で

は，キャリアツリー法を用いることが多い。同

期入社の社員が社内の階層的な地位を昇進して

トヨタ人事方式の諸原則（辻 勝次） 1『立命館産業社会論集』第４３巻第３号 ２００７年１２月

＊立命館大学産業社会学部教授

トヨタ人事方式の諸原則
─同期昇進集団の構造と機能分析による─
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筆者はトヨタの社内報で報じられる人事関連記事を網羅的にパソコンに取り込んで TOYOTA
Worker’sCareerData（略称TWCD）と名付けたデータベースを構築してきた。今回はTWCDの完全
連続データ約２万５千ケースを使って，トヨタ人事方式の基本原則を探索した。探索の方法としては
従来からの同期入社集団に加えて，同期昇進集団の形成過程と再編過程を注視することによった。主
な発見・確認事項は以下のようである。トヨタ人事方式は，①第１選抜の人数を一人に絞り込む，ト
ップ単独昇進を至上原則とした上で，そこから派生する，②多段階格差付け，③追い越し自由，④人
事時点の不確定性，⑤ラスト昇進単独制，⑥ナイフ型社員集団編成，などの原則からなっている。

キーワード：トヨタ人事方式，トップ昇進単独原則，多段階格差付け，TWCD，キャリアツリー



いくときに現れる選抜状況を図示する手法であ

る。上の図１（樋口，２００７：８１）は１９６０年にト

ヨタに大卒技術員として入社した２９人２）がどの

ような競争を展開したかをこの手法で描いてい

る。ここでまず注目してほしいのは第２ステッ

プ３）の係長に昇進する局面で２９人は５つのサブ

グループに格差付けされたこと，なかでも同期

第１順位＝トップで６年目に係長に昇進した社

員は一人しかいないことだ。また最後（第５順

位＝ラスト順位）に１１年目で係長になった数も

一人になっている。この事実を確認しておきたい。

上原（上原克仁，２００３：６０）はこれまでにキ

ャリアツリー法を使って行われた先行研究をレ

ビューして上の表１を作成している。上原のオ
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図１ トヨタ１９６０年入社・大卒技術員のキャリアツリー

表１ キャリアツリー法による先行研究の第１選抜状況

リターン
マ ッ チ

第１選抜出現期
対 象 者入社年対象企業事例番号先行研究

階層数人数・割合勤続年数

ある５５２人 １９％１２年目 課長大卒男子 ２６９人昭和３０（１９５５）メ ー カ ー A社１

花田
（１９８７）

少し２２４人 ８９％４年目 副主事大卒男子 ２７人昭和３０（１９５５）伝 統 的 企 業 １２

少し３３３人 ７０％１０年目 課長代理大卒男子 ４７人昭和３０（１９５５）伝 統 的 企 業 ２３

ある５８５人 ２９％６年目 ６等級大卒男子 ２９７人昭和４５（１９７０）大 量 採 用 企 業４

ある４１０人 ２１％５年目 主任クラス大卒男子 ４８人昭和３５（１９６０）革 新 的 企 業５

ある２６６人 ９９％５年後 係長職大卒者 ６７人昭和４１（１９６６）大手金融保険会社６
竹内

（１９９５）
ある２６２人 ９４％５年後 係長職大卒者 ６６人昭和５０（１９７５）大手金融保険会社７

ある３８人 ２３％１３年後 課長大卒者 ３５人昭和４１（１９６６）B社（業種不明）８

ある２８人 ５７％８年後 係長大卒男子事務 １４人昭和３５（１９６０）

ト ヨ タ

９

樋口
（２００７）

ある５１人 ３％６年後 係長大卒男子技術 ２９人昭和３５（１９６０）１０

少し７２人 １３％１６年後 係長高卒男子事務 １５人昭和３５（１９６０）１１

ある１１１人 ３％１６年後 係長高卒男子技術 ３５人昭和３５（１９６０）１２

ある１０１人 １％９年後 班長養成工 １３８人昭和３５（１９６０）１３

ある９１人 １％４年後 班長登用社員 １６７人昭和３５（１９６０）１４



リジナルな表に樋口が描いたトヨタ社員のキャ

リアツリー６事例を加え（樋口博美，２００７：８１

～８７），上原にはなかった階層数の列を加えた。

この表の読み方について事例番号１の花田の研

究４）を例に説明すると，メーカーA社に１９５５年

に入社した大卒男子２６９人は，１２年目に行われ

た第１選抜（課長昇進）５）において，先頭集団

が５２人に絞られたこと，その入社数に対する比

率が１９％であることを示している。そこで，表

にしたがって見ていくと，花田の分析した５つ

の会社はどこでも第１選抜の先頭集団には複数

の社員が存在していること，またその入社数に

対する比率は２０％を超えていることが分かる。

例えば事例２では２４人，８９％，事例３では３３

人，７０％が選抜されている。表の中段の竹内の

研究を見ると事例６では６６人，９９％，事例７で

は６２人，９４％が昇進している。要するに，これ

らの先行研究は新入社員が最初に選抜・格差付

けられる局面において先頭に立つ集団には１０人

以上の複数社員が存在していること，その入社

数に対する比率は多いと９９％であり，少なくと

も２０％（事例１と５）程度はあることが確認で

きる。

これに対して表の下，TWCDに基づいて樋口

が分析したトヨタの場合は，事例９を除く，事

例１０～１４では，トップはただ１人ないし２人で

あり，同期入社数の１０％以下，ないし数％であ

ることが確認できよう。トヨタの選抜・昇進は

第１選抜の第１順位集団を同期入社者の一人に

絞り込むことを原則にしているようだ。これを

同期単独昇進と呼ぶ。こうした厳しい選別と淘

汰は，上原がまとめた会社にはどこにもない方

式であり，トヨタの人事に現れる重要な特徴で

ある。もう一点は第１選抜局面での階層数＝格

差付けの多さである。階層数として示している

格差順位数は花田と竹内の会社では２ないし５

に過ぎない。トヨタの場合は５以上，１０を越え

ることもある。他社では同期入社集団を大まか

に３つ程度に格差づけるに過ぎないが，トヨタ

はより厳密な格差付けを行っている。竹内は格

差付けられた選抜を同期（入社）時間差昇進

（竹内，１９９５：１６５）と呼んでいるが，トヨタの

場合には差の付け方が尋常ではない。これを多

段階格差付け選抜と呼ぶことにする。

以上ここまでの分析によってトヨタ人事方式

には，①同期単独選抜（昇進）の原則と，②多

段階格差付けの原則が存在している可能性が強

いことがうかがえた。

２トヨタ人事方式の諸原則

１）トップ単独原則

しかし，ここに示した特徴は，トヨタでは

１９６０年入社者に限って起きた特異的な現象かも

しれない。次にこうした人事がトヨタでどの程

度実施されているのか検討しよう。

下の表２は同期入社集団が最初に遭遇する第

１選抜＝第１順位（トップ）の人数とその比率

を示している。表２の左半分は技能系社員が第

１選抜の班長に昇進した局面を，右半分は事

務・技術系社員が係長に昇進したときの局面で

ある。期間は１９５５から１９７４年までの２０年であ

る。言い換えると，２０年の間に２０回行われた入

社→班長人事と，入社→係長人事においてどの

ような選抜がなされたかを示している。事務・

技術系の１９５５年を例に表の見方を説明する。

１９５５年に入社した事務・技術系社員の人数は分

からないが，５５年に入社して，遅速はともかく

係長に昇進した合計数は係長昇格合計として示

した１０人だった。この１０人の係長昇進者の第１

選抜（トップ）は人数では１人に絞られていた
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ことが第１選抜トップ人数として示してある。

トップ比率というのは，トップ昇進した１人の

比率は全係長昇進数１０人の１０％（１/１０×１００）

であることを示す。また第１選抜年が１９６２

（年）というのは，１９５５年の入社集団が第１次

選抜に遭遇した年を示している。次の列，入社

からの経過年はこの１９６２年が１９５５年の入社から

７年目であることを意味する。次の階層数とい

うのは，１９５５年入社者１０人が７つの時間差＝格

差づけられて係長に昇進したことを示す。なお

補足しておくと，この表におけるトップ比率の

算定方法は，先の上原の指標とは異なる。上原

は同期入社数に対するトップ昇進数を掲示して

いたが，TWCDは正確な入社数を把握できない

ので，１９５５年入社で係長に昇進した数に対する

トップ数を示している。両者の分析的な意義は

相同であるが，算定方法が違うので，そのまま

比較することはできない。

次に表２の内容の検討に移る。まず左側，技

能系社員の全体的な様相について考察する。第

１選抜トップ人数は必ずしも一人ではない。表

のようにこの２０年間に２０セットの同期入社集団

が構成され，２０回の班長選抜がなされたが，そ

のうち２人以上がトップだったのは１８回であ

り，一人に絞られたのは２回のみであった。し

かし複数トップとはいえ，その比率は１％未満

であることが多く，千人につき数人にすぎな

い。厳選という以上の厳しい選抜である。比率

が１％未満の人事は１３回あり，トップの厳格な

絞り込みが大原則であることが分かる。格差付
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表２ 同期入社集団の第１選抜の状況（１９５５～１９７４年）
事務・技術系社員・入社→係長技能系・入社→班長

階層数
入社から
の経過年

第１選抜年トップ比率
係長昇格
合 計

第１選抜ト
ッ プ 人 数

入社年階層数
入社から
の経過年

第１選抜年トップ比率
班長昇格
合 計

第１選抜ト
ッ プ 人 数

入社年

７７１９６２１０.０％１０１１９５５１１２１９６７１００.０％１０１０１９５５

５９１９６５４６.２％１３６１９５６２１２１９６８８５.７％７６１９５６

１４７１９６４４.２％４８２１９５７３１２１９６９８０.８％２６２１１９５７

１１７１９６５２.２％４６１１９５８２１２１９７０７２.７％１１８１９５８

１３６１９６５２.０％５１１１９５９６１１１９７０２６.７％４５１２１９５９

２１７１９６７１.０％９７１１９６０１６５１９６５７.５％１８７１４１９６０

２２６１９６７０.７％１５０１１９６１２７４１９６５２.１％４６９１０１９６１

２７３１９６５０.５％１９５１１９６２３１３１９６５０.５％８３９４１９６２

１９８１９７１１６.９％１７８３０１９６３３３３１９６６０.５％８７８４１９６３

２１１１９６５０.３％３２２１１９６４３８３１９６７０.９％１２０５１１１９６４

２２６１９７１１.３％３８９５１９６５３５３１９６８０.７％１４４２１０１９６５

２１６１９７２５.４％３３１１８１９６６３５２１９６８０.１％８７７１１９６６

２０６１９７３７.９％２２７１８１９６７３３３１９７００.１％１４６８２１９６７

２５３１９７１０.４％２５５１１９６８３３４１９７２０.１％１３２３１１９６８

２８３１９７２０.４％２８２１１９６９２９５１９７４０.２％１２０１２１９６９

２７３１９７３０.３％３５３１１９７０２５８１９７８０.２％９２５２１９７０

２８２１９７３０.２％４０４１１９７１２６９１９８００.３％９６２３１９７１

２６３１９７５０.３％３９０１１９７２２４８１９８００.４％７７５３１９７２

２７１１９７４０.２％４０５１１９７３２２１０１９８３０.７％９３８７１９７３

２６０１９７４０.３％５８２２１９７４２２９１９８３０.３％９８５３１９７４

２１５２.１％２３６５平均２２７１.０％７２９７平均

注：トヨタは学歴，職能，性別を組み合わせた「採用区分」にしたがって人事管理を行っている。しかしTWCDはこの採用区分を識別できないの
で，この表では事務・技術系の大卒と高卒を一つにまとめ，技能系の養成工，新規高卒社員，登用社員の３区分を一つにまとめて論議している。
トヨタの採用区分については，辻（２００５）を参照されたい。



けを意味する階層数も平均値で２２階層，多い場

合には３０階層を超えることが少なくない。激し

い選別・淘汰・格差付けがなされている６）。

表の右に移って事務・技術系についてみる

と，トップが一人に絞られている年度が１３回に

及んでいる。階層数に目を向けると平均で２１，

多い年は３０に近いこともある。

２）追い越し自由の原則

もう一点，多くの会社では「追い越し禁止」

ルールがあることが先行研究によって指摘され

てきた７）。入社年度が先である社員を追い越し

て，後輩社員が先に係長になることは通常は暗

黙の約束として忌避されている。しかし表２の

事務・技術系の１９６４年入社のトップ１人は，大

抜擢を受けて翌年の１９６５年に早々と係長に昇進

している。ところがその前年，１９６３年入社組は

これに６年も遅れてようやく１９７１年に係長にな

っている。こうした入社年度の逆転・追い越し

はトヨタでは日常的に発生していることが確認

できる。追い越しは表２のなかで第１選抜年の

西暦表記が上〉下となって逆転している年に生

じている。技能系では７回（６０，６１，６２，６３，

６４，６５，６６年），事務・技術系でも７回（５７，

６２，６４，６８，６９，７３，７４年）ある。これを追い

越し自由の原則という。

３）選抜時点の突発性

追い越し自由の原則と表裏の関係にある現象

に，第１次選抜時点の不確定性がある。通常

は，ある年に入社した社員は最初の昇進人事が

何年目に行われるのか，過去の慣行によって予

測できることが多い。ある地位で一定の経験年

数を満たすことを上位への昇進の条件とする現

象であり，キャリア管理の標準化の措置であ

る。ところが表２の入社からの経過年をみる

と，技能系では短いと２年ないし３年，長いと

１２年，１１年，１０年である。事務・技術系でも早

い場合は入社のその年に昇進する場合があり

（１９７４年），遅い場合には９年目，８年目という

ことがある。第１選抜が入社から何年目である

のか不確定であることもトヨタの人事の大きな

特徴である。発令時点の不確定性，社員からす

れば第１次選抜時点の突発性と予測不可能性の

原則ということができる。

ここまでの検討によって，トヨタ人事方式に

は，①同期単独昇進，②多段階格差付け，③追

い越し自由，④時期の不確定性の４原則からな

っていることを確認した。しかしいまのところ

本稿は技能系の入社→班長昇進局面，事務・技

術系の入社→係長昇進局面について見たにすぎ

ない。トヨタは毎年，技能系では組長，工長な

ど６つの職位，事務・技術系では係長，課長な

ど５つの職位，合計では１１職位についての人事

を行っている。そこで他の地位についてもこの

原則が実施されているか否かを検討した。同期

単独昇進原則はトヨタ人事の最重要原則と考え

られるので，任意に選んだ入社→工長昇進と入

社→課長昇進におけるこの原則の実施状況につ

いて確認作業を行った。詳細は省略して結果の

みを示す。

表３のように１９５５～１９７４年の２０回の人事で，
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表３ 同期入社集団の第１選抜＝トップ人数（１９５５～１９７４年）
平均１９７４１９７３１９７２１９７１１９７０１９６９１９６８１９６７１９６６１９６５１９６４１９６３１９６２１９６１１９６０１９５９１９５８１９５７１９５６１９５５

２.５１８１１３１１１１１１１１１１７２１２３２入社→工長昇進トップ人数

２.１１１１１１１１７５１１４４１１２１２６１入社→課長昇進トップ人数



技能系の入社→工長昇進については単独絞り込

みは１３回，事務・技術系でも入社→課長昇進で

１３回実施されていることが確認できた。

３同期昇進単独トップ

以上検討してきたのは，同期入社集団の昇進

局面での問題だった。次に同期昇進集団のトッ

プも１人に絞られる事実を確認する作業に移る。

上の表４の読み方は先に述べた表２と同じで

ある。先の表２は入社年を起点に構成してある

が，この表は組長ないし課長に昇進した年，つ

まり同期組長（課長）昇進集団が発足した年を
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表４ 同期昇進集団の第１選抜の人数
事務・技術系・係長→課長技能系社員・班長→組長

階層数
係長からの
待 機 年 数

係長昇進年トップ比率課長昇進数トップ人数
課 長
昇進年

階層数
班長からの
待 機 年 数

班長昇進年トップ比率組長昇進数トップ人数
組 長
昇進年

１６１９５６１１１１９６２１６１９５６１００％１１１９６２

２４１９５９５０.０％２１１９６３１９６３

３３１９６１１６.７％６１１９６４１３１９６１１００％３３１９６４

１９６５２３１９６２６９.６％２３１６１９６５

１５１９６１１００.０％１１１９６６２４１９６２６６.７％１８１２１９６６

１８１９５９１００.０％１１１９６７５２１９６５２.９％３４１１９６７

１６１９６２１００.０％８８１９６８４３１９６５１７.３％５２９１９６８

３５１９６４１８.２％１１２１９６９５３１９６６１３.８％５８８１９６９

４５１９６５５３.８％１３７１９７０７２１９６８１.６％６２１１９７０

６４１９６７３.９％５１２１９７１６３１９６８６.０％１００６１９７１

３５１９６７８１.５％２７２２１９７２６３１９６９１.９％１０７２１９７２

５５１９６８６３.２％３８２４１９７３６４１９６９１.４％１３８２１９７３

５５１９６９６２.２％３７２３１９７４５４１９７００.７％１３７１１９７４

２６１９６９８７.５％８７１９７５６１１９７４１.３％７６１１９７５

３５１９７１７７.８％９７１９７６８１１９７５１.０％９８１１９７６

６４１９７３２.２％４５１１９７７５６１９７１１７.９％７８１４１９７７

５５１９７３２.５％４０１１９７８７５１９７３０.７％１３６１１９７８

５５１９７４１.６％６４１１９７９９６１９７３７.６％１７１１３１９７９

５６１９７４１２.７％７１９１９８０１０４１９７６０.４％２３２１１９８０

６６１９７５３.７％８１３１９８１９５１９７６１.４％２８０４１９８１

７６１９７６１.２％８５１１９８２１１５１９７７０.７％２７１２１９８２

８６１９７７２.７％１１３３１９８３１０５１９７８３.５％２５５９１９８３

７６１９７８３.４％８９３１９８４１４４１９８００.３％２８６１１９８４

７３１９８２１.１％９５１１９８５１３５１９８０８.０％２８７２３１９８５

８６１９８０２１.９％１０５２３１９８６１６３１９８３０.６％３１５２１９８６

８５１９８２１.９％１５４３１９８７１５５１９８２５.７％３１８１８１９８７

８５１９８３３.５％１７０６１９８８１５５１９８３２.２％３１２７１９８８

１１４１９８５０.９％２１７２１９８９１７４１９８５０.３％３５３１１９８９

１１４１９８６１.３％２３０３１９９０１７１１９８９０.３％３８８１１９９０

９５１９８６１２.６％１８２２３１９９１１６５１９８６１.３％４７１６１９９１

８５１９８７２.９％１７４５１９９２１６５１９８７０.２％４８８１１９９２

８５１９８８２.７％１４６４１９９３１６６１９８７７.２％４５９３３１９９３

１０５１９８９２.１％１４１３１９９４１６６１９８８４.１％４５９１９１９９４

８５１９９００.８％１２６１１９９５１９３１９９２０.２％４３９１１９９５

６.２５.１８.１％７７６.２平均９.３３.９３.２％２０９６.７平均

注：例えば技能系１９６３年のように空白に成なっている年度は当該の人事がなかったからと思われる。



起点にしている。なおこの表４の課長昇進数に

は技能系から昇進した者は含まれていない。先

の表２と同じように，この表４でもトップが１

人に絞られる原則が見られる。１９６２年から１９９５

年までの３３回の人事で，同期組長昇進集団のト

ップが１人に絞り込まれたのは１３回，事務・技

術系では１０回である。前地位昇進年の逆転・追い

越しの回数は技能系で５回（７７，７８，７９，８７，９１

年），事務・技術系で２回（６７，８６年）になる。

班長ないし係長からの待機年数の状態を見る

と，短い場合は１年ないし２年，長いと６年，

５年のこともある。つまり標準的な待機年数は

すぐには判別できない。階層数は区分が多い。

技能系では１５，１６，１７ということもある。事

務・技術系では８，１１のときもある。またその

バラツキは大きい。

なお念を入れて，技能系で工長から課長にな

った同期昇進集団のトップが何人に絞られてい

たか，また事務・技術系では課長から次長に昇

進した同期昇進集団のトップ人数について見て

おこう。表５のように１９７７～１９９５年の１８回の人

事でトップが１人に絞られた回数は工長→課長

では１５回，課長→次長では９回あった。

４ラスト単独原則

以上，トップ選手の動向を注視してきたが，

レースは敗者がいればこそ勝者がいる。次はレ

ースを完走はしたがラストランナーに終わった

人々に目を向けよう。同期入社のラストで班長

ないし係長に昇進した人の状況である。

下の表６は技能系のラスト班長，事務・技術

系のラスト係長を示す。つまり，同期入社集団

の最後の選抜で班長ないし係長に昇進した人数

である。論点であるラストランナーも１人に絞

り込まれる原則の存在を確認する。１９４０～１９７４

年までの３５回（正確には技能系で３２回，事務・

技術系で３３回）の人事のうち，班長，係長とも

２４回がラストランナーは１人になっている。ラ

スト昇進１人原則が存在していると考えてよか

ろう。表の順位（階層）数というのは格差数で

あり平均１６であることは，同期入社集団が，１６

の階層に順位づけられたことを意味している。

次に待機年数に目を向ける。この表は入社年を

起点にしているので待機年数は勤続年数であ

る。班長の場合，短いと１２年，１３年，長いと３９

年，４０年，４１年の場合もある。計算上の平均値

は２８.２年であるが，バラツキが大きい。事務・

技術系の場合も待機年数の最長は４５年，４４年，

４１年などがあり，バラツキが大きい。他方で

は，トヨタ社員の定年年齢は６０歳であり，最も

若い中卒１５歳で入社した人でも４５年が勤続年数

の上限である。つまり待機４５年というのは定年

退職の年にほかならない。トヨタにもポツダム

班長８）やポツダム係長が一定数存在しているよ

うだ。先頭ランナーを１人に絞り込んで大胆な

抜擢人事を実施すれば，残された多くの社員に

はさまざまな思いが生じるであろう。そうした

思いを放置するとモラルダウンをもたらすだろ

う。この回避策がポツダム人事を含めたラスト

１人人事である。想像するに，人事部は誠実に

働いているが成果が出せない限界的な社員の中

から常に誰かを選び出して，ご褒美人事＝「あ
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表５ 同期昇進集団の第１選抜（トップ）人数
平均１９９５１９９４１９９３１９９２１９９１１９９０１９８９１９８８１９８７１９８６１９８５１９８４１９８３１９８２１９８１１９８０１９７９１９７８１９７７

１.３１１１１１２１１１３１１３１１１１１トップ人数（工長→課長）

３.６１２１１３１２１１１１９１５１１３２３２０トップ人数（課長→次長）



と一人人事」を行っているのであろう。一方での

大胆な能力主義的抜擢人事と他方でのきめ細か

い年功的温情人事が同時存在しているのである。

ここまでの論述を要約する。トヨタ人事方式

はいくつかの原則からなっているが，最も重要

な原則はトップ単独昇進制（俗に言えば一本釣

り）である。この基本原則から派生しているの

が，追い越し自由，多段階格差付け，人事時点

の不確定性，あと一人人事などの諸原則である。

これらの原則がトヨタでなぜ生じるのか，他

社でも実施されているのか，またこうした原則

の実施は組織と人間にどのような長所と問題を

もたらすのか，などについての考察はいまの段
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表６ 同期入社集団のラスト昇進者の人数（１９４０～１９７４年）
事務・技術系・入社→係長技能系・入社→班長

順 位
（階層数）

係 長
待機年数

係 長
昇進年

ラ ス ト
係長人数

入社年
順 位

（階層数）
待機年数班長昇進年

ラ ス ト
班長人数

入社年

４３６１９７６１１９４０１２５１９６５２１９４０

８２８１９６９１１９４１４２５１９６６１１９４１

７３７１９７９１１９４２６２５１９６７４１９４２

８３６１９７９１１９４３８２６１９６９１１９４３

８３８１９８２１１９４４７２５１９６９１１９４４

４２６１９７１１１９４５８２３１９６８１１９４５

１７４５１９９１１１９４６１２３４１９８０１１９４６

９２８１９７５１１９４７９２３１９７０１１９４７

１５３３１９８１１１９４８１２２６１９７４１１９４８

１２３４１９８３１１９４９９２１１９７０１１９４９

１９５０１９５０

１９５１１９５１

１３５１９８７１１９５２１９５２

５３５１９８８２１９５３６２０１９７３１１９５３

７３４１９８８１１９５４３１４１９６８１１９５４

７４４１９９９１１９５５１１２１９６７１０１９５５

５３２１９８８２１９５６２２９１９８５１１９５６

１４３７１９９４１１９５７３１４１９７１１１９５７

１１３１１９８９３１９５８２１３１９７１３１９５８

１３３４１９９３１１９５９６１７１９７６１１９５９

２１３５１９９５１１９６０１６３５１９９５１１９６０

２２４１２００２２１９６１２７３８１９９９１１９６１

２７３７１９９９１１９６２３１４１２００３１１９６２

１９４０２００３１１９６３３３４１２００４１１９６３

２１３６２０００１１９６４３８４０２００４２１９６４

２２３９２００４１１９６５３５３９２００４１１９６５

２１３８２００４１１９６６３５３６２００２１１９６６

２０３３２０００１１９６７３３３５２００２１１９６７

２５３４２００２２１９６８３３３６２００４１１９６８

２８３５２００４３１９６９２９３３２００２３１９６９

２７３４２００４１１９７０２５３２２００２３１９７０

２８３３２００４１１９７１２６３３２００４１１９７１

２６３２２００４２１９７２２４３１２００３１１９７２

２７３１２００４４１９７３２２３１２００４１１９７３

２６３０２００４４１９７４２２３０２００４２１９７４

１６３４.９１.５平均１６.５２８.２１.７平均



階では控えたい。

２．事例分析，１９８５年同期課長昇進集団

１８５年課長昇進グラフ

ここまではトヨタ人事方式を構成する諸原則

の発見と確認を中心に論じた。次に視点を同期

昇進集団に移して，その構造と機能を具体例に

もとづきながら考察する。グラフ（図２）は

１９８５年に課長に昇進した９８人９）の集団である。

うち９５人は事務・技術系で係長から，３人が技

能系のいわば特別枠で工長から昇進してきた。

グラフの一番左に短い棒があって１人がいる

ことがわかる。その下，X軸の凡例に３年待

機・１９８２年とあるのは，１９８５年に同期で課長に

昇進した９８人のトップの者は３年前の１９８２年に

係長に昇進して，３年間待機していたことを意

味する。次の４年待機組と５年待機組からの昇

進者はいなかったので図では空白になってい

る。次の６年待機（１９７９年に係長に昇進してい

た者）が事務・技術系で３人，技能系で１人が

現れている（トヨタ人事方式の，これも大きな

特徴は，中間管理職の課長からは技能系と事

務・技術系を競争させるところにある）１０）。次

の７年待機に事務・技術系４５人，技能系２人が

登場する。このようにして，人数は漸減するが

１０年待機まで昇進者がいる。その後は２年間の

空白があって１３年待機で最後の昇進者が１人現

れる。全体の分布は右に尾を引いて正に歪んだ

形になっている。またトップ１人の比率は１％

（１/９８×１００）である。また分化階層数は７区分

であり，待機年数の範囲は１０年になる。このよ

うな状態のもとに１９８５年に課長に昇進した８５年

同期課長昇進集団の９８人のメンバーは次の次長

を目指して競争関係に入った。彼／彼女らが次

長昇進レースを展開するのは，１９８５年の世界経

済大国期から，バブル経済とその破綻を経て，

平成大不況の渦中，ないし世紀末の９０年代末ま

でである。

２１９８５年課長昇進集団の形成経過

次にこの８５年課長集団がどのような経歴の係
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■■ 事務・技術系社員（係長→課長）
■■ 技能系社員（工長→課長）

図２ １９８５年同期課長昇進集団を構成した係長の待機年・人数



長によって供給されたのか，その経過を見てお

きたい。８５年課長集団の供給母体となったの

は，１９７２年から１９８２年までに形成された７つの

同期係長昇進集団であり，先のグラフの棒が立

っている集団である。さらにレースに参加しな

がら予選落ちして，８５年には課長を供給できな

かった４つの集団が存在した。グラフでは空白

になっている。なお，彼／彼女らが課長を目指

して競争した時代背景は，第１次石油危機の

１９７２年から，第２次石油危機を経て，海外輸出

が急増した１９８２年までである。

１）８２年～８０年の同期係長昇進集団の場合

上の表７，８，９は先のグラフの左側３年間

（８２，８１，８０年）の係長昇進集団の構成を示して

いる。例えば表７，８２年係長昇進集団を見る

と，一番下に係長合計数が２２６人とある。８２年

に係長昇進集団が発足したときの人数である。

この２２６人のなかで遅速はともかく最終的に課

長に昇進できたのは２０１人，係長で終わったの

が２５人である。昇進年というのは課長に昇進し

た年を示している。８２年係長集団のトップ（選

抜次数１）は３年待機で１９８５年に課長になった

社員であり，いうまでもなく先のグラフの最左

の棒の１人に該当する。係長８２年組には８６年の

課長昇進者はいなかったことを考えると，この

社員は第２選抜の３人に２年の格差をつけての

昇進である。この人の力量が並みではなかった
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表７ ８２年集団
１９８２年係長昇進集団

％人数選抜次数待機年昇進年

０１９８２

１１９８３

２１９８４

０.４１１３１９８５

４１９８６

１.３３２５１９８７

２７.４６２３６１９８８

２８.３６４４７１９８９

１１.９２７５８１９９０

８.８２０６９１９９１

９.３２１７１０１９９２

０.４１８１１１９９３

０.９２９１２１９９４

８８.９２０１課 長 数

１１.１２５係長止まり

１００２２６係長合計数

表８ ８１年集団
１９８１年係長昇進集団

％人数選抜次数待機年昇進年

０１９８１

１１９８２

２１９８３

３１９８４

４１９８５

５１９８６

３３.７５５１６１９８７

２９.４４８２７１９８８

１１１８３８１９８９

４.９８４９１９９０

６.１１０５１０１９９１

１.２２６１１１９９２

１２１９９３

０.６１７１３１９９４

１４１９９５

１５１９９６

１６１９９７

１７１９９８

１８１９９９

１９２０００

２０２００１

２１２００２

０.６１８２２２００３

８７.７１４３課 長 数

１２.３２０係長止まり

１００１６３係長合計数

表９ ８０年集団
１９８０年係長昇進集団

％人数選抜次数待機年昇進年

０１９８０

１１９８１

２１９８２

３１９８３

４１９８４

５１９８５

１６.４２３１６１９８６

２５.７３６２７１９８７

９.３１３３８１９８８

８.６１２４９１９８９

１３.６１９５１０１９９０

５.７８６１１１９９１

２.１３７１２１９９２

１.４２８１３１９９３

０.７１９１４１９９４

１５１９９５

１６１９９６

１７１９９７

１８１９９８

０.７１１０１９１９９９

８４.３１１８課 長 数

１５.７２２係長止まり

１００１４０係長合計数



と想像できる。次に８８年に６２人，８９年に６４人が

大集団となって課長に進んでいる。選抜次数は

会社から見た個々の社員の能力の指標であるこ

とからいうと，この大集団は能力的には平均層

と見ることができよう。次の３年間（９０，

９１，９２年）には２０人台が順次昇進していった。

この社員たちは選抜の次数も５次を超えてい

て，能力的には平均下層になっている。最後に

１９９３年に残っていたなかから１人が抜けて，９４

年には２人が抜けて打ち止めになった。この３

人は能力的な限界層である。

このように８２年係長昇進集団の統計量から見

た構造は，範囲では１０年（課長を輩出した期間

であり８５～９４年），分化階層数では９層だった。

％の列には人数の構成比が示されていて，課長

輩出数では２０１，昇進率は８９％，係長止まりだ

ったのが１１％である。１９８５年のトップ１人は少

なくとも２２６人の同期係長昇進集団のトップで

あったことを確認したい。

以下，表の読み方としては同じである。グラ

フ（先の図２）に戻ると，８１年と８０年には棒が

なく空白になっている。これは待機者がいなか

ったのではなく，１９８５年の人事で昇進見送りに

なったことを意味している。上の表８のよう

に，８１年係長集団の先頭が課長になったのはよ

うやく８７年であり，堰を切ったように５５人が大

集団で昇進した。８０年係長集団（表９）の場合

も８５年を飛ばして８６年がトップの昇進年であ

る。ということは，８５年課長集団のトップは８２

年係長組の２２６人，８１年係長組の１６３人，８０年係

長組の１４０人，合計５２９人のトップだったという

ことだ。恐るべき能力の持ち主である（と，人

事部が評価していた）ことがわかる。

２）７９年～７７年の場合

下の１９７９，７８，７７年の昇進集団の表も同じ構

成である。ただし，７９年の場合（表１０）は技能

系の工長から課長になった人にフォーカスし
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表１０ ７９年集団
１９７９年工長昇進集団

％人数選抜次数待機年昇進年

０１９７９

１１９８０

２１９８１

３１９８２

４１９８３

５１９８４

３.２１１６１９８５

９.７３２７１９８６

９.７３３８１９８７

６.５２４９１９８８

６.５２５１０１９８９

３５.５１１課 長 数

６４.５２０工長止まり

１００３１工長合計数

表１１ ７８年集団
１９７８年係長昇進集団

％人数選抜次数待機年昇進年

０１９７８

１１９７９

２１９８０

３１９８１

４１９８２

５１９８３

２.３３１６１９８４

３４.９４５２７１９８５

２２.５２９３８１９８６

１２.４１６４９１９８７

７９５１０１９８８

１０.１１３６１１１９８９

３.１４７１２１９９０

９２.２１１９課 長 数

７.８１０係長止まり

１００１２９係長合計数

表１２ ７７年集団
１９７７年係長昇進集団

％人数選抜次数待機年昇進年

０１９７７

１１９７８

２１９７９

３１９８０

４１９８１

５１９８２

２.３３１６１９８３

３６.９４８２７１９８４

１６.９２２３８１９８５

１０１３４９１９８６

１０１３５１０１９８７

８.５１１６１１１９８８

３.１４７１２１９８９

１.５２８１３１９９０

８９.２１１６課 長 数

１０.８１４係長止まり

１００１３０係長合計数



て，工長昇進集団を示している。この人物は７９

年に工長になった３１人のトップとして１９８５年に

課長に昇進した。技能系で課長になるのは事

務・技術系よりもよほど厳しい。人数も少ない

し工長止まりが多く課長昇進比率が３６％である。

７８年係長昇進組（表１１）のトップ３人は前年

の８４年に昇進し終わっていて，８５年には２次選

抜グループの平均上層と平均層の４５人が団子状

態で昇進している。７７年係長組の場合（表１２）

になると８５年昇進組は第３選抜の２２人で，ほぼ

全員が平均層になっている。

３）７６年～７４年の場合

７６年係長昇進組（表１３）から１９８５年に課長に

なったのは９年待機の１３人である。この社員た

ちは第４順位の昇進であり，明らかに平均以下

層である。７５年係長組（表１４）の１０人も同様で

あり，さらに下の限界層になる。７４年係長組

（表１５）は８５年には昇進できる者はほとんど昇進

し終わた状態になっていて，限界層が残ってい

た。８５年にはこの組からの昇進者は出なかった

が，翌年の８６年に２人がかろうじて抜け出した。

４）７３年，７２年の場合

７３年組の場合（表１６）は前年の８４年までに課

長に昇進可能な人は昇進し終わっていて，８５年

の課長昇進者はいなかった。課長を供給するこ

とが同期係長集団の最重要機能であることから

いうと，７３年集団はその役割を終えて抜け殻状

態になっていた。７２年集団（表１７）は７７年から

課長を輩出し始め，８４年までにほとんどの人材

を輩出していた。８５年に課長に昇進した１人は

８次選抜であり，最後から２番目の人である。

１９８５年課長昇進集団の分析から次のことが明

らかになった。待機年数が短い順に，たった一
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表１３ ７６年集団
１９７６年係長昇進集団

％人数選抜次数待機年昇進年

０１９７６

１１９７７

２１９７８

３１９７９

４１９８０

５１９８１

１１１６１９８２

４４４４２７１９８３

１６１６３８１９８４

１３１３４９１９８５

８８５１０１９８６

６６６１１１９８７

２２７１２１９８８

１１８１３１９８９

１１９１４１９９０

１１１０１５１９９１

９３９３課 長 数

７７係長止まり

１００１００係長合計数

表１４ ７５年集団
１９７５年係長昇進集団

％人数選抜次数待機年昇進年

０１９７５

１１９７６

２１９７７

３１９７８

４１９７９

５１９８０

２.５３１６１９８１

３２３９２７１９８２

３５.２４３３８１９８３

９.８１２４９１９８４

８.２１０５１０１９８５

６.６８６１１１９８６

０.８１７１２１９８７

１３１９８８

１.６２８１４１９８９

９６.７１１８課 長 数

３.３４係長止まり

１００１２２係長合計数

表１５ ７４年集団
１９７４年係長昇進集団

％人数選抜次数待機年昇進年

０１９７４

１１９７５

２１９７６

３１９７７

４１９７８

０.８１１５１９７９

６.８９２６１９８０

４１.７５５３７１９８１

２４.２３２４８１９８２

１２.９１７５９１９８３

４.５６６１０１９８４

１１１９８５

１.５２７１２１９８６

９２.４１２２課 長 数

７.６１０係長止まり

１００１３２係長合計数



人から数人の優秀層が選抜されていた。選抜次

数が高くなり待機年数が多くなるほど，多数の

平均層，少数の平均下層，ごく少数（たった一

人）の限界層が選抜されていた。その結果，８５

年課長集団としての選抜次数（順位）からみた

能力別人数分布は図２のように左側が極端に少

なく，右側に長い尾を引く，正に歪んだ構成に

なった。

同期昇進集団を析出するこのような仕組み

は，客観的には上位ポストを能力の順に埋めて

いく機能的合理性をもつが，人間の側からいう

と，昇進集団の内部における自分自身の順位・

序列を思い知らされる仕組みでもある。この順

位・序列意識はこれから始まる次長レースでの

本人の社会的また心理的なスタンスを規定する

であろう。

３１９８５年同期課長昇進集団の次長昇進

８５年同期課長集団は誕生するやいなや一つ上

の次長を目指して競争した。その結果がどうだ

ったのか，下にキャリアツリーの手法で示した

（図３）。出発点で９５人いた事務・技術系課長か

ら最終的に７１人が次長に進んだ。９５人が７１人に

淘汰され，選別されつつ１９９０年から９７年までに

編成された７セットの同期次長昇進集団の一部

に組み込まれた。その様子である。

すでに詳細な説明は不要だろう。８５年課長組

の第１順位，つまり８２年に係長になり３年待機

で課長に昇進した者は，５年後の１９９０年に独走

体勢で次長に昇進した。（ここでは詳説しない

が，９０年同期次長昇進集団としてはこの人は第

２順位であり，第１順位に８６年課長組からの者

が一人いる）。係長７９年組の３人の中の２人は

第２順位で９１年に，１人は第３順位で９２年に次

長に昇進した。第３順位で課長になった７８年係

長組の４５人は激しい競り合いがあって６階層に

分割され，１９人は第２順位に繰り上がり，１９人

は同順位，残りは順位が下がって昇進した。７７
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表１６ ７３年集団
１９７３年係長昇進集団

％人数選抜次数待機年昇進年

０１９７３

１１９７４

２１９７５

３１９７６

０.９１１４１９７７

０.９１２５１９７８

１７.１１９３６１９７９

４３.２４８４７１９８０

１６.２１８５８１９８１

５.４６６９１９８２

２.７３７１０１９８３

２.７３８１１１９８４

１９８５

８９.２９９課 長 数

１０.８１２係長止まり

１００１１１係長合計数

表１７ ７２年集団
１９７２年係長昇進集団

％人数選抜次数待機年昇進年

０１９７２

１１９７３

２１９７４

３１９７５

４１９７６

１.９２１５１９７７

３２.１３４２６１９７８

３７.７４０３７１９７９

１１.３１２４８１９８０

２.８３５９１９８１

３.８４６１０１９８２

１１１９８３

０.９１７１２１９８４

０.９１８１３１９８５

０.９１９１４１９８６

９２.５９８課 長 数

７.５８係長止まり

１００１０６係長合計数



年組の２２人も５階層に分断されつつ１７人が次長

になり，５人が脱落した。７６年組の１３人は３階

層に分割されて７人が脱落した。７５年組は９人

が脱落して一人だけが第６選抜で昇進した。７２

年のラスト課長にはチャンスはなかった。課長

昇進時には７階層だった序列は，次長到達時に

も同じく７階層で変化はなかったかに見える

が，課長と次長の列を結ぶ線の本数を階層分化

と見ると，１８階層に細分されて，激しい競り合

いが行われ，中のメンバーは総入れ替えに近い

状態で再編成された。最大の下降は７８年係長組

の１人が第３順位から７順位へ，最大の上昇は

７６年組・第５順位の２人が第２順位へ上昇し

た。この２人は課長昇進時には５位で上には７１

人もの先行者がいたが，次長への昇進では２位

タイ，上には１人のみの大躍進を示した。それ

ぞれのハコの右下隅の小バコの数字は昇進でき

なかった人数である。課長昇進の選抜順位が遅

いほど，脱落率は高い。

３．社員集団編成の基本形

ここで少し本論を離れて，トヨタ人事方式に

おける能力分布の基本形について下のグラフ

（図４）を使って整理しておこう。１９５６～２００４

年に班長から組長に昇進した技能系，８９００人の

昇進の順位分布である。

１能力分布（班長→組長）

グラフ（図４）では待機年が短い順に第１順
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図３ ８５年課長集団の次長昇進状況（キャリアツリーによる）



位，第２順位などとして，待機年数の長短を選

抜順位に読み替えている。例えば待機１年を第

１，２年を第２順位と見なしている。平均待機

年数は９.２年，標準偏差３.０，格差階層数は２６，こ

こでも第１順位と最後の第２６順位の人数は大幅

に絞られている。歪度は０.８１である。この基本

形が入社→班長，班長→組長，以下，次長→部

長，部長→役員など全ての昇進人事で現れてい

る。先の８５年課長集団の供給母体となった８２～

７２年係長集団も大局的にはこのパターンを保持

している。念のため同じ方式で係長→課長昇進

者の待機年分布グラフを示す（図５）。

２能力分布（係長→課長）

１９５６年から２００４年に係長から課長に昇進した

社員は３２０４人だった。これらの人の係長から課
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図４ 同期昇進集団の待機年・人数の分布（班長→組長）

図５ 同期昇進集団の待機年・人数の分布（係長→課長）



長になる待機期間の分布である（図５）。平均

待機年数は７.６年，標準偏差は１.８，選抜階層数

は１７，人数では第１順位は１人，最終順位も１

人である。歪度は０.９５だった。

この図４と図５が相似していることは説明を

要さない。トヨタはエリート主義的能力観を信じ

ていて，能力の正規分布観を否定しているようだ。

図４と図５のパターンはなぜかジャックナイ

フを連想させる。鋭く尖った切っ先，それに続

く分厚く太い胴，徐々に細くなる長い支持部。

ときに軍団ともいわれるトヨタ社員集団の基本

形である。工場単位，部単位から係，組まで，

トヨタのあらゆる社員集団はこの基本形を反

復・踏襲している可能性が高い。

４．同期昇進集団の構造と機能

１９８５年の同期課長昇進集団の供給母体となっ

た１１セットの同期係長昇進集団の様相を見てき

た。８５年課長集団は，８４年や８６年などの前後の

課長昇進集団と競争しながら次の次長を供給す

る母体となる。ここでもう一度，同期係長集団

の構造と機能，また誕生から消滅までの状態変

化について，可能な限り一般化する方向でまと

めておこう。

１昇進集団の基本指標

８５年課長集団を供給した７２～８２年の１１の係長

集団の動向を見た。これらの考察を踏まえなが

ら，ここで同期昇進集団の総合的な力量という

概念を考えてみよう。下に１１セットの係長集団

の基本指標となる統計量を表示した（表１８）。

同期係長昇進集団の基本属性は，出発点で集

められた係長昇格人数であり，それが集団の規

模となる。また，その中から何人，何パーセン

トの課長を輩出したかが，もう一つの指標にな

る。待機年数の平均値も重要だろう。課長に昇

進していったバラツキを示す標準偏差にも意義

があろう。第１選抜の待機年数と輩出人数，ま

た最終選抜の待機年数と輩出人数も重要であ

る。ところが，これらの指標を総合していく概

念枠組みがまだ存在しない。例えば１９８５年課長

のトップを供給した８２年集団と，３年も遅れた

とはいえ第１選抜で５５人を供給した８１年係長集

団のどちらの総合力が大きいのか，質か量か，

評価・判断に悩むところである。極端な場合，

集団人数は少なかったが社長や副社長を出した

集団と，人数は多いが役員を出せなかった集団

と，両者の力量はどう順位付けられるのか。こ

こではこのような複雑な問題が残っていること

を確認しつつ，実証のレベルで基本統計量のみ
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表１８ ８５年課長集団の形成に関与した係長集団の基本指標

待機年範囲
最終選抜
人 数

最終選抜
待 機 年

第１選抜
人 数

第１選抜
待 機 年

標準偏差待機平均値格差階層数昇進率課長昇進数係長人数
指標

係長

９１１４２５１.４８７.１９９２.５％９８１０６１９７２

７３１１１４１.２０７.３８８９.２％９９１１１１９７３

７２１２１５１.１５７.７７９２.４％１２２１３２１９７４

８２１４３６１.４８８.２８９６.７％１１８１２２１９７５

９１１５１６１.７５８.３１０９３.０％９３１００１９７６

７２１３３６１.６７８.４８８９.２％１１６１３０１９７７

６４１２３６１.５４８.３７９２.２％１１９１２９１９７８

６７１２３６１.６０８.８７８１.９％９５１１６１９７９

１３１１９２３６２.１４８.３９８４.３％１１８１４０１９８０

１６１２２５５６１.８４７.３７８７.７％１４３１６３１９８１

９２１２１３１.４６７.４９８８.９％２０１２２６１９８２



を示した。

２同期昇進集団の機能

単位としての同期係長昇進集団の第１の形成

理由と存在意義はできるだけ有能な課長をより

多く輩出することにある。課長輩出機能を中心

に置いて，同期係長昇進集団の機能について考

察する。トヨタは多種多様な団体形成と集団活

動で知られているが，役職者は技能系では班長

会，組長会，工長会（以上３層会），事務・技術

系では係長会，課長会，次長会，部長会を組織

して活動している。筆者の手元にある１９８１年版

『工長会・会報』（トヨタ自動車，１９８１）によっ

てその活動の要点を見ておこう。この頃の工長

会の会員６８６人は，工場と工場内のいくつかの

製造部を束ねた単位支部に属して（具体的には

１区は本社工場，車体部，総組立部２５人）活発

に活動していた。「工長会会則」（トヨタ自動

車，１９８１：１４）によると，会員は現職の工長で

ある正会員と，名誉会員である「正会員から昇

格した課長以上の者」からなる。目的として

「この会は，会員の知識と技能を向上し，人格

を高め相互の親睦融和をはかり，もって企業の

興隆に寄与する」とある。１９８１年の主な活動の

内容を見ると，総会（２月９日），人事部長との

懇談会（４月６日），班長会本部役員との懇談

会（３月３１日），永年勤続者との会食，懇談（毎

月幹事会の日に実施）があがっている（トヨタ

自動車，１９８１：１３）。こうした事項を人事関連

の視点から見ると，現役工長の相互融和を進め

る，部下である班長代表と懇談している，先輩

会員の課長や次長とも交流している，人事部長

と懇談している，毎月定期的に永年勤続者と会

食している，などが重要である。つまり，工長

会はフォーマルな活動ではもちろんのことだ

が，インフォーマルな活動としても人事部長や

OBや永年勤続者（この中には工長になったが

課長に昇進できずに滞留している者がいる）な

どと接触している。要するに工長会はフォーマ

ルにもインフォーマルにも現役工長の課長昇進

に関する支援・庇護活動を行っていることを確

認できる。

工長会を例に述べたことはこれに準じる係長

会においても大同小異であろう。１９８５年課長昇

進集団の供給母体となった１９７２年から１９８２年ま

での１１の年次別係長昇進集団も課長昇進に向け

てフォーマル，インフォーマルな支援・庇護活

動を行っていたと考えてよかろう。

３同期昇進集団の誕生と消滅

同期昇進集団はある年度のある地位を焦点に

して生成・形成される。その時点から同期昇進

集団のメンバーは上の地位を目指して競争関係

に入るが，当初の数年間は人材の教育・訓練の

ために費やされる。８５年課長集団に第１選抜で

課長を供給した１９８２年係長集団も，３年間は準

備期間が必要だった。この期間に新任係長たち

は担当実務の習熟と広い意味での管理能力を修

得していく。数年間の準備の後に，いよいよ第

１選抜の課長が昇進する段階になる。突出した

社員の第１選抜を契機にして，有能者から順に

第２，第３，第４と順次課長を輩出していく

が，選抜の次数が進むほど，能力的には平均上

層，平均層，平均以下層，のように低下してい

く。そして最後には限界的な社員が２人ないし

１人選抜されて，人材育成・供給母体としての

役割を終える。第１次選抜者を出してから最後

の選抜者を出すまでが，活動期である。活動期

は３つの期間に大別されよう。名称にこだわる

必要はないが，ここでは始動期とする。第１，
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第２選抜でごく少数の突出した人材を供給する

局面である。年数的には数年・数次でこの期間

は終わり，次に全盛期がくる。第３次選抜以

後，平均的な人材を供給する局面であり，年数

としては４～５年になり選抜の次数も多く，人

数も多い。活動期の最後を衰退期と呼ぶ。この

期は限界的な能力者をごく少数ずつ，かなりな

期間にわたって供給する。こうして自らはやせ

細りながら昇進可能な人材を出し尽くした段階

で，その集団は存在理由を失い，休眠状態に入

る。この期間を休眠期と呼ぶ。休眠期に入って

からも同期昇進集団の抜け殻は残り続けて，全

員が離職・退職するまで存続する。要約する

と，同期昇進集団の誕生から消滅までは，①準

備期，②活動期・ａ始動期，ｂ全盛期，ｃ衰退

期，③休眠期，④消滅期とすることができる。

５．まとめ

１同期昇進集団のマクロパターン

本稿のまとめとして同期昇進集団の構成をマ

クロレベルで鳥瞰しておこう。上の図６は係長

昇進年×課長昇進年として SPSSで出力した

３２０４人のクロス表である。係長については１９５５
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図６ 戦後トヨタの係長×課長昇進集団のマクロパターン
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～１９９９年，課長については１９５６～２００４年の期間

をカバーしている。最左列の数値は同期係長昇

進集団が発足した年度を，最上行の２桁の西暦

表示は同期課長昇進集団が形成された年度であ

る。セルの数字は同じ選抜順位で昇進したメン

バー数であり，空白セルは無人である。言い換

えると同じセルに入っている者は同期に係長に

昇進して，同期に課長に昇進した同期係長・同

期課長のグループである。この二重同期集団は

互いに強い関係で結ばれているだろう。その関

係は協力関係でありつつ競争関係でもあろう。

さらに言えば，２重同期集団の一部には同期入

社グループが含まれていよう。将来，同期で次

長に昇進する可能性もある。したがって人事異

動の分析には多重同期集団という概念が有効か

もしれない。

それぞれの数列の左・下側ほど選抜次数が早

く，優秀な社員であることを意味し，右・上側ほ

ど次数が高く昇進が遅かったことを意味してい

る。この表は事務・技術系で係長から昇進した課

長３２０４人が４４年間にわたってトヨタの人事の時

間×空間のフィールドに残した競技記録である。

図６の数字が作り出すパターンは，あたかも

トヨタという時空を流れる河にも見えてくる。

この河はトヨタの規模拡大を反映して時代とと

もに太くなっているようだ。河は新しい水を取

り込みながら，古い水を排出していく。河の流

れは途絶えないが，中の水は常に入れ替わって

いる。なお表の右・下角で流れが止まっている

のはTWCDが２００４年で終わっているからであ

り，係長と課長の選抜人事はもちろん現在も進

行中である１１）。

流れを作っている一つ一つの数字に目を凝ら

すと，流れに逆らって果敢に上流を目指す人，

流れに負けて今にも溺れそうな人，それこそ無

数の人が見えてくる。

トヨタにはTWCDが識別できる限りでも，

技能系では４本（入社→班長，班長→組長，組

長→工長，工長→課長），事務・技術系では５

本（入社→係長，係長→課長，課長→次長，次

長→部長，部長→役員），合わせると９本の河

がある。TWCDが識別できない学歴，性別，職

場の上司・部下なども考えると，一体何本の河

が流れているのか数えようもない。そうした複

雑な流れがせめぎあい，渦を巻いている中で，

トヨタ人事方式の基本原則を知ってか知らず

か，社員たちは「企業社会」トヨタの中を命がけ

で泳いでいるのであろう。

２トヨタ人事方式の趨勢

ここでトヨタ人事方式の過去４０年間の趨勢に

ついて考察する。トヨタ人事方式はトップ単独

昇進制に集約されるので，先に示した表４をさ

らに圧縮して上の表１９を得た。この表１９は表４

では単年度ごとに記されている数値を１９６０年

代，７０年代，８０年代，９０年代と１０年刻みの４段
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表１９ トップ単独昇進制を指標にしたトヨタ人事方式の趨勢
事務・技術系社員・係長→課長技能系社員・班長→組長

階層数
係長からの
待 機 年 数

トップ比率課長昇進数トップ人数階層数
班長からの
待 機 年 数

トップ比率組長昇進数トップ人数

１.７５.３４８.８％４.３２.１２.９３.４２６.３％２７７.１６０年代

４.４４.９２８.６％３３.２９.５６.５３.５３.８％１１０４.２７０年代

７.５５.３４.６％１１８５.４１３４.５２.３％２９１６.８８０年代

９４.８３.９％１６７６.５１６.７４.３２.２％４５１１０.１９０年代



階に分けて，それぞれの１０年間の平均値を取っ

ている。

まず，技能系の班長→組長の昇進局面では，

トップの人数は１９６０年代の７人から９０年代の１０

人へと，一人に絞り込む方向ではなく，逆に増

加する傾向が見られる。しかし組長昇進数に対

するトップ比率は２６％から２％へと大きく低下

していて，厳選主義が強まっている。階層数は

３から１７へと顕著に増加していて，選別・格差

付けが厳しい。待機年数の傾向は単純ではない

が延長の方向にある。要するに，組長の選抜で

はトップ単独原則はいくらか緩んではきたが，

トップ比率は大幅に低下して，待機年数は増加

しつつ，階層数が急増している。厳選主義と多

段階格差付けが強化されている。

事務・技術系の係長→課長の昇進はどうか。

ここでもトップ比率の縮小が進んでいる。また

待機年数と階層数の増加も読み取れる。

技能系でも事務・技術系でもエリート主義的

早期選抜主義と多段階格差付けによる格差主義

が強まっていて，全般的な競争は激化している。

３今後の課題

本稿ではトヨタ人事方式の基本原則のいくつ

かを発見・確認することができた。その要点は

当該箇所でまとめているので繰り返さない。約

言すれば，トヨタ人事方式とは極端な能力主義

（一本釣り）と極端な年功主義（落穂拾い）の融

合である。本稿はTWCDの分析のなかから帰

納的にそれらの人事原則を見つけ出したが，次

の課題は，まず同期昇進集団の構造と機能また

作動メカニズムの詳細を解明することにある。

またトヨタ人事原則の運用は，特にトップ単独

制の実施は組織と人間にとってどのような効果

と問題を生み出すのか，理論的な把握も含めて

分析する必要があろう。

（２００７/９/２０）

注
１） TOYOTAWorker’sCareerData（TWCD）は

トヨタの社内報で報じられた人事関連記事を網
羅的にパソコンに取り込んだデータベースであ
り，レコード数では約２５万行になる。文字デー
タをパソコンに取り込むときさまざまな障害が
生じる。元資料の散逸，汚損による読み取り不
能などがある。そうした結果，例えば班長と工
長の昇進データはあるが，中間にあるはずの組
長昇進データがないケースが生じる。完全連続
ケースというのは，このような空白・欠損のな
いケースである。下の表２０は，中間地位に欠損
のあるケースをも分析対象とする全ケース（フ
ァイル）と，全ての地位データが連続している
完全連続ケース（ファイル）の地位別ケース数
を比較している。表の合計欄にあるように完全
連続ファイルのケース数は全ファイルのそれの
４５％でほぼ半数になる。地位別構成では完全連
続ファイルは班長級と係長級で少なく，一般と
組長級で多くなっている。このように両者には
無視できない差異があるが，本稿がトヨタ人事
方式の至上原則と位置づけたトップ単独昇進制
について，完全連続ファイルの値と全ファイル
の値を比較すると表２１のようである。ここにも
両データには差異があるが，５６回の人事でトッ
プ一人の回数は全ファイルで１９回，完全連続フ
ァイルで２１回であり，本稿の立論の核心には影
響はないと判断した。なお，TWCDの構築手法
や内部構造については辻（２００５，２００６，２００７a，
２００７b，２００７c）を参照されたい。

２） 『トヨタ新聞』昭和３５年４月２日号によれば，
このとき大学卒技術員で３０人が入社している。
しかしTWCDはデータ構築過程で生じる種々
の障害のためにその全ケースを分析対象とする
ことはできない。ここではトヨタ入社から離脱
までの全情報を把握できた２９ケースをスタート
にしている。

３） ステップと選抜次数など，本稿で使用する基
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礎的概念について説明する。本稿では新入社の
段階を第１ステップと呼び，以下，職位があが
る順に班長職位を第２ステップ，組長職位を第
３ステップなどと呼ぶ。同じ事象を班長昇進局
面，組長昇進局面ということもある。ある年の
入社集団はあるステップの昇進局面に遭遇し
て，いくつかの順位階層に分割されるが，この
分割は前地位からの待機年数の長短にしたがっ
て，第１順位，第２順位，第３順位などと呼び，
おなじ事象を第１選抜，第２選抜と呼ぶことも
ある。図１の１９６０年の技術系社員のキャリアツ
リーでいうと，一番左上のセル（６年待機の１
人）は，第２ステップ＝係長昇進局面の第１順
位＝第１選抜と表現する。第１選抜をトップ，
最終選抜をラストということもある。

４） 本論文を執筆するに当たって花田（１９８７）を
参照した。花田がメーカーA社の事例として提
示している図１（p.４６）と図２（p.４７）には，第
３レベルと第４レベルの数字に明らかな齟齬が
ある。よく引用される好論なのでしかるべき機
会に訂正なさるのがよいのではないか。

５） 上原は第１選抜出現期について「同期入社者
の間で昇進・昇格に初めて差がつき始める時期
をいう」（上原，２００３：６０）と定義している。本
稿ではこの定義を踏襲しつつ拡張して「同期入
社者，ないし同期昇進者の間で昇進・昇格に初
めて差がつく時期」と定義する。これに関連し
て本稿ではさまざまな選抜局面の先頭（トッ
プ）グループの動向を注視するが，先頭グルー
プというのは，その選抜局面で最短の待機年数

（第１順位）で上の地位に昇進した者を指す。
６） 表２の下で述べたようにTWCDは採用区分

を識別できない。事務・技術系では大卒は早く
係長や課長に昇進するが，高卒は大卒に遅れる
のが普通である。この２つの集団を一つにまと
めて論議しているので，格差階層数は結果的に
多くなっていると思われる。待機年数の範囲に
ついても同じ理由で広くなっていると思われ
る。

７） 今田・平田が分析したOLL社では「各資格
への到達に関して，一定の基準が設けられてい
る」ので，緩やかではあるが「逆転現象は起こ
りにくい」と述べている（今田・平田 １９９５：
５０）。

８） ポツダム班長について次のことがあった。
１９７９年８月，当時の職業・生活研究会は「トヨ
タ定年退職者調査」を実施した。『トヨタ新聞』
（昭和４５（１９７０）年８月１日付け）で退職を報道
されたある面接協力者は，要旨次のように語っ
た。「定年間近に組長から『あんたを班長候補
のままで退職させるのはやりにくいので正式に
（班長に）してやる』と言われた。『お情けはい
らない。ポツダム班長はいらない』と断った
が，定年の日に（班長昇格）の辞令が出た」（職
業・生活研究会資料，１９７９年秋）。

９） １９８５年の課長昇進数はTWCD全によれば１８１
人で，この値が実態に近い。同姓同名や不連続
ケースを除くと９８人になる。

１０） 今田・平田によるとOLL社は「ホワイトカ
ラーと生産部門で働くブルーカラーに対して異
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表２１ 全ファイルと連続ファイルのトップ単独人
事の出現回数

完全連続
ファイル

全ファイル人事回数

１１１４２８班長→組長

１０５２８係長→課長

表２０ 全ケースと連続ケースの地位別構成
完全連続ファイル全ファイル

パーセント度 数パーセント度 数職 位
１９４６９１８.６４６９１０ 一 般
２５６１６７３２１７３７１１ 班長級
２４.２５９７０１９.５１０５７９２ 組長級
１０２４７２７.２３９１６３ 工長級
７.１１７４７１４.２７７０９４ 係長級
９.１２２５９１１.９６４８０５ 課長級
３.３８０８３.８２０７６６ 次長級
２.３５５７２.３１２５３７ 部長級
０.２３８０.４２２３８ 役員級

１００２４７０９１００５４２９８合 計



なる部署で人事管理をして」いる（今田・平田
１９９５：１１）。ホワイトカラーとブルーカラーを
統合・一括管理するトヨタ方式が日本企業にど
れくらい存在するのか関連データは見あたらな
いが，筆者の感触では両者を分離する会社が多
いのではなかろうか。

１１） データ分析に関して注意すべき点を補足して
おく。図６の下・右隅に着目してほしい。図に
明らかなように９９年係長組の課長昇進過程は
２００４年段階では完了していない。９９年係長組は
課長を目指してスタートはしたが，まだ多くの
レース途上の者がいて課長ゴールに到達したも
のは一人しかいない。他方，０４年の課長集団は
全メンバーが揃っている。このように係長→課
長の待機年数の平均値の計算では，スタートの
係長を起点にするのではなく，ゴールの課長を
起点に計算すべきなのである。
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Abstract:Ihaveassembled adatabasecalled TWCD,intowhich personnel-related articles

publishedinToyota’shousejournalswereexhaustivelycollectedandloaded.Thispaperexplores

theprinciplesoftheToyotapersonnelmanagementsystem,usingfullycontinuousdataconsisting

ofapproximately 25,000 cases.Particularfocusisgiven to the processofcreating and

reorganizingacohortofthosepromotedinthesameyear.Thisresearchhasproducedsixmajor

findingsabouttheToyotapersonnelmanagementsystem.1)Itistheprimaryprinciplethatonlya

singletopemployeeisselectedatthefirstscreeningstage.Secondaryprinciplesinclude2)

multistepdifferentiationinpromotion;3)apromotionalsystem thatprovidesyoungeremployees

withachancetooutstripolderemployees;4)theuncertaintyofdecisionsatthepersonnelsection

level;5)anindependentsystemforfinalpromotion;and6)thecreationofaknife-shapedcohort

ofemployees.

Keywords:Toyotapersonnelmanagementsystem,theprinciplethatallowsonlyasingletop

employeetobepromoted,multistepdifferentiationinpromotion,TWCD,careertree
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